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1概要書
本論文は企業の利害関係者に対する情報提供の一環としての公開される財務諸表に対し
て行われる監査についての研究である。監査を企業と監査法人の間で取引されるサービス、
講義の財ととらえるならば、監査の価格は企業側の需要曲線と監査人の需要曲線の交点で
表されると考えた。そこで、監査という市場の特異性を考慮した需要曲線と供給曲線の導
出を行った。
本論文ではまず、監査市場に対する考察を紹介している。Wallace(1991)の監査制度が自
発的に発生した理由についての 3 つの仮説、つまり代理人仮説、情報仮説、保険仮説を紹
介することで、監査制度がどのような理由で形成されたのか、さらに今日に至るまで、監
査制度が果たすべき社会的役割について、それがどのようなものかを検討した。同時に先
行研究の分類、監査制度の経済学的分析の分類にも有益であることを紹介している。
また、監査という財を経済学的に検討するうえで、監査サービス特有の問題点が存在す
る。具体的には、情報の非対称性の問題、監査サービスの費用負担者と利用者が異なると
いう問題、さらに財務情報の公共財としての側面、監査の質の問題、四大監査法人のシグ
ナリングに関する問題である。これらの問題は、個別の論点として、安易に議論すること
が難しい問題である。情報の非対称性については経済学では契約理論として、理論体系が
構築されている。また公共財としてはその費用の負担者と利用者が一致しないことが問題
となる。このような点をできる限り考慮して本論文におけるモデルを構築している。
先行研究としては、海外の影響力の強い論文を紹介するとともに、日本国内において、
行われている監査市場についての研究論文について紹介している。ただし、日本国内でこ
ういった分野の研究を行っている研究者は極少数であり数多くの論文を紹介しているわけ
ではない。
さて、先行研究の中でも紹介し、本論文の目標である需要曲線と供給曲線を導出に参考
にした、Simunic のモデルを次に紹介している。Simunic はきちんとしたモデルを用いる
ことで、きちんとした実証研究を行うことができると考えており、前半部分はモデルの構
築を行い、後半部分では実証研究を行っている。本論文では前半部分のモデルの構築を参
考にしている。そのため、Simunic のモデル部分について詳細に検討している。時代背景
として、監査法人が独占を行っているかどうかについての検討が主題となっている。
Simunic のモデルは企業(以下では被監査人という)と監査法人(以下では監査人という)の
合理的な行動を定義することから始まっている。被監査人はもちろん自らの利得を最大に
2するように行動する。しかし、被監査人は財務情報を作成することからは直接的な利益を
得ることができない点ということに着目し、財務情報の作成について利益の最大化につな
がる行動を、監査を含めた財務情報の作成にかかわる費用の最小化であると定義している。
一方、監査人は監査を通じて、また財務情報の作成に関わることで、収入を得ている。そ
の収入を上回らないように、費用をかけている。そのため、監査人の行動は通常の利益の
最大化問題として定義されている。その両者の最適な行動を提示している。このモデルは
あくまで、被監査人が、監査人が監査を行う最低限の価格で参加してもらえるように契約
を提示するものである。そのため、需要曲線と供給曲線を描けるようにするための条件を
問題点として提示した。
次に、本論文での趣旨である需要曲線と供給曲線を導出した。Simunic のモデルを参考
にしつつも、いくつかの仮定を変更し、さらに評判という関数を追加している。先に提示
した監査市場に関する問題については多くの部分で無視しているものがある。これにより、
監査市場特有の問題点はよる複雑さは残りつつも、比較的単純化した形で、需要曲線と供
給曲線を導出することができた。また、図形的に両曲線を導出することができた。これに
より、監査という複雑さを伴った市場であっても、一般的な市場と同様に分析することが
可能であることを示すことができた。
最後には本論文で提示したモデルの問題点及び、現実との乖離についてまとめている。
特に、監査市場特有の問題点として提示していたものについてはほとんどモデルに組み入
れていなかったり検討を加えていなかったりしている。ただ、Simunic のモデルは全く扱
われなかったが本モデルでは評判についての関数を利用している。Wallace が提示した 3
つの仮説のうち情報仮説にのっとりモデルを構築しているのである。私は監査の価格また
は監査報酬は被監査人と監査人だけの問題ではないと考えている。財務情報の利用者にど
のように情報を提供するかも大きな問題の一つであると考えている。つまり、需要と供給
の分析とはいえ、需要者と供給者の二者間だけの問題ではなく利害関係者も考慮する必要
があると考えているのである。しかし、需要者と供給者の交渉により価格は決定される。
そのため、需要者である被監査人の利害関係者の反応の予測として、評判の関数を導入し
ている。
本論文で提示したモデルは単純な仮定で監査市場の特徴的な部分を組み込んだモデル
となっている。そのため、さらに多くの特徴を組み込んだモデルに拡張できるモデルにな
ったと考えている。
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41. 監査市場における経済分析の困難さ
1.1. 監査制度の社会的意義
本論文では監査市場のメカニズムがどのようなものであるかを、モデルを用いて分析を
行うことを目的としている。モデル化を行う前に監査制度の特徴について考えていきたい。
そもそも監査は公認会計士が独占的に行うものである。監査の社会的意義は公認会計士
法第一章総則、第一条公認会計士の使命にあらわされていると考えることができる。以下
に、これを引用する。
「公認会計士は、監査及び会計の専門家として、独立した立場において、財務書類その他
の財務に関する情報の信頼性を確保することにより、会社等の公正な事業活動、投資者及
び債権者の保護等を図り、もつて国民経済の健全な発展に寄与することを使命とする。」
以上の法律から、監査を行うことで財務諸表の信頼性を確保することでステークホルダ
ーの保護を行うことが一義的な目標であり、これを達成することで国民経済の発展寄与す
ることになると考えていることが分かる。しかし、ステークホルダーの保護と国民経済の
発展の因果関係は必ずしも明らかでないと私は考える。そこで、Wallce(1991)について紹
介したい。
彼女は多くの事実を分析し、監査制度が成立した動機について 3 つの仮説を提示してい
る。監査制度が民間の需要により自発的に生じたことに着目しその動機について考えうる
3 つの仮説に分類したのである。私は監査の社会的意義を考えるに当たり、監査制度が設
立した動機を知ることは重要なことであると考えている。というのも当初の監査制度を形
成した動機こそが監査の社会的意義であり、現在においてもその意義を破たんさせること
なく政府や株式市場が主導的な立場を持ちつつも制度として機能し続けていると考えてい
るかである。
さて、Wallce(1991)で提示されている 3 つの仮説とは代理人仮説、情報仮説、保険仮説
である。それぞれを簡潔に説明する。
代理人仮説は企業の所有者であり資金の提供者である株主が経営者に経営を委任する
状況を考えている。この時、株主は委任した経営の成績をもとに利益を要求することとな
る。しかし、企業が提出する経営の成績が正しいかどうかわからないという問題が生じる。
そこで、企業が正しく経営の成績を報告するようにするためのモニタリングを行う必要が
あるという考え方である。このモニタリングの機能の担い手として、監査人が生まれたと
いう仮説である。
5情報仮説は企業側が有利な条件で資金調達を行いたいと考えることから始まる。この時、
企業側が自発的に財務情報を一般に公開し、企業に対する信頼を得ることで、借り入れの
金利や市場を通じた資金調達を有利にしようという動機を考えている。この場合は、企業
から一般に公開される情報が正しいかについて保証がないという問題が生じる。そこで公
平な第三者により信頼性を付加するために監査という制度が生まれたという仮説である。
保険仮説は、企業の利害関係者から将来受けうる損害賠償とうのリスクを、監査人を通
じて分散させるという仮説である。企業の何かしらの行動によりステークホルダーが損害
を受けた場合、企業および経営者に損害賠償を支払う責任が生じると考える。この時、企
業および経営者は自らの責任を軽減するために外部の監査人を通じて、自らの行動に問題
がないものだったことを証明する、または問題があってもその責任の一部が監査人にある
と主張することでその責任を減じようとする動機によって生まれた仮説である。
この 3 つの仮説はそれぞれ一理ある仮説であると私は考えている。つまり、以上 3 つの
仮説の複合的要因によって監査制度は形作られたと考えているのである。この仮説をまと
めると、企業および経営者やステークホルダーのために監査人を行動しているといえよう。
特に、情報仮説は企業が情報公開することでステークホルダーの資金の拠出をより効率的
なものとすることが予測できる。このことをして国民経済の健全な発展に寄与すると表現
することができよう。
まとめると、監査制度の社会的意義は公認会計士法の公認会計士の使命から考えること
ができ、具体的には Wallce(1991)の分類した 3 つの仮説によって考えることが可能である。
さらに、情報仮説によって校区民経済の健全な発展を考えることが可能になるということ
である。
1.2. 監査制度の分析手法
Wallce の提示した仮説は、監査制度についての分析の分類にも有用である。
まず、代理人仮説を考えてみよう。代理人仮説はその名の通り、プリンシパル・エージ
ェント理論につながる。企業をエージェント、株主をプリンシパルと考える。プリンシパ
ル・エージェント理論で考えるとプリンシパルとエージェントの間での情報の非対称性が
問題となる。プリンシパルである株主はエージェントである企業側がモラル・ハザードを
起こさないように監視する必要がある。これがモニタリングである。プリンシパルがエー
6ジェントにきちんと働いてもらうためにモニタリングをすると追加的な支出を必要がある。
モニタリングコストと呼ばれるものである。モニタリングコストの受け手を監査人と考え
ることによって、代理人仮説を考えることができるのである。
次に、情報仮説を考える。情報仮説はシグナリング理論につながっている。企業側が情
報を提供することで、資金調達を容易にするという考え方である。情報が全くない状態と
少しでもある場合を比較した場合、情報が少しでもあるほうが信頼できるであろう。つま
り、よりリッチな情報を提供することでその情報自体に対する信頼性を高めるのである。
しかし、アカロフのレモン市場(Akerlof(1970))の例からもわかるように、情報の提供者が
本当のことを言っているとは限らず、それゆえ逆選択の問題が起こりうる。この問題を解
消するためのシグナリングを、監査人を通じて行うのである。
保険仮説は企業や監査人の行動を律する働きをするものとして両仮説に使われている。
訴訟による損失を意識することによって、正直に行動することを狙うための変数として用
いられている。保険仮説は監査市場の成立についての仮説であるが、現状において、監査
は制度化されており、この保険機能が主題にはならないと考えられる。むしろ、監査制度
を分析するに当たり、プリンシパル・エージェント理論による代理人仮説にせよ、シグナ
リングによる情報仮説にせよ、企業や監査人の行動を律するものとして重要なものである
考えられる。
1.3.監査制度の分析における個別問題点
Wallce の分類を通じて監査制度を経済学的に分析する手法について紹介した。これは監
査制度全体の見方についての分類である。ここでは監査制度の特徴による分析上の問題点
について紹介する。
まずは情報の非対称性の問題である。そもそも、監査制度は企業と投資家をはじめとす
る利害関係者との間に情報の差を埋めようとしている。代理人仮説におけるモニタリング
や情報仮説におけるシグナリングにしても情報の非対称性が原因である。しかし、情報の
非対称性の問題はこの時点にとどまらない。監査人が介入したとしても、完全に企業と投
資家との非対称情報が解消されるわけではない。また、監査人と企業の間にも、企業の情
報について情報の非対称性がある。また、投資家と監査人との間にも監査の内容について
の情報の非対称性が生じてしまう。こういった問題をすべて解消することは極めて困難で
7あるといえよう。
また、監査に関して、企業は費用の負担者であり、投資家が監査を経た情報の利用者で
あるという点が問題となる。監査に対する行動が異なってしまいうるのである。具体的に
は、経営者は費用の最小化のみを志向し、投資家は情報の質を重視することで、投資家に
十分な情報を提供できなくなるということである。この問題は特に代理人仮説の時に生じ
る。
この問題は、監査を経た情報が公共財であると考えた場合にもあてはまる。財務諸表は
一般に公開されていることから、公共財の側面がある。しかし、その作成にかかる監査費
用を既存の株主が負担しているとするならば、企業についての情報を、潜在的投資者にフ
リーライドされていると主張することもできる。
次に、監査の質についての問題がある。より高い質の監査を行う監査人に対しより高い
監査報酬を支払うことは直感的に考えると正しいことのように思われる。しかし、質の高
い監査を判断し認識することは難しい。例えば、一つの粉飾を発見することができなかっ
た監査人と粉飾が明らかにならなかった監査人を考えてみよう。実は、前者の監査人があ
まりに巧妙に隠された粉飾を発見できなかったが、後者の監査人は企業側に粉飾がなかっ
たので問題がなかったのかもしれない。この場合は、客観的に明らかになった事実だけで
は、より高い質の監査をした監査人のほうが低い質の監査をしたというように見えてしま
うのである。
この問題に付随して、四大監査法人が監査を行うことによるシグナリング効果を考える
ことができる。十分な資力とノウハウを内部に持っていると思われる監査法人が担当する
ことによって、実際の質については不明でも、担当される企業の財務諸表は十分に信頼さ
れるということが考えられる。これにより、企業側は有利な形で資金調達をすることがで
きるため、より高い監査報酬を払う動機を持ちうることも考えられる。
82. 先行研究
先ほど紹介した監査市場の経済分析を行っているようないくつか紹介する。まず、
Nahum D. Melumad and Lynda Thoman(1990)を紹介する。彼らの論文については彼ら
の論文を応用した研究、山本(1991)に述べられているので一部、引用する。「N.D.Melumad
と L.Thoman は、シグナリング理論と代理人及び効用理論を組み合わせることにより、監
査の機能を分析している。彼らの主たる関心は監査が強制されなくても、監査のシグナル
機能により企業属性の識別が可能になる均衡状態が存在することを証明することである。
具体的には、企業、債権者(貸し手)および監査人の３者モデルに訴訟要素を考慮し、各ア
クターが制約条件下で事故の効用を最大化するよう戦略的に行動する場合の均衡条件を求
め、損害賠償額が訴訟費用に比して十分大きければ均衡が存在することを示している。」
以上のように紹介している。先にみたように保険仮説のプレイヤーを律する効果を大き
く使うことによって、均衡状態を導いている。彼らのモデルの特徴は企業をよい企業と悪
い企業に分け、企業のタイプによって貸付の有利不利が決まる。もちろん正直に話すとは
決まっていない。そこで、保険仮説のように訴訟リスクを考慮することによって、一つ一
つの戦略を考慮し、その時の効用を比較して最適な行動を選択するようにすることで、均
衡を分離させることができることを示している。
監査のコストないし監査の質を評価することについては、Simunic(1980)がある。この
研究のモデル構築の部分を応用し、本研究は行っている。Simnic の研究は監査報酬を評価
する実証モデルを構築したことに特徴がある。日本国内においても、矢澤(2009)などで実
証研究の応用が行われている。
日本国内においては監査制度を経済学的に分析している方に加藤達彦がいる。具体的に
は加藤(2001)、加藤(2009)などがある。
93. Simunic モデル
3.1 Simunic モデルの背景及び定義、仮定
本研究では Simunic(1980)を応用する。ここでは Simunic(1980)における特に応用した
部分について紹介する。Simunic(1980)は当時の 8 大監査法人が監査市場を寡占している
という批判を受け、監査報酬決定モデルの構築および実証研究を行うことで、その批判を
検証した研究である。ここではモデルの構築の一部について取り上げる。なお、当該論文
の後半部分である実証研究はのちの様々な研究に影響を与えている。
まずは Simunic(1980)のモデルにおける定義及び仮定を整理する。被監査人と監査人は
ともにリスク中立でそれぞれの期待利得を毎期最大にしようと試みるものとする。さらに、a =被監査人に内部会計システムを運用することにより直接かかるリソースの総量q =監査を行うことで監査人にかかるリソースの総量v =被監査人の内部会計システムのリソースにかかる単位当たりのコストc =監査人の監査のリソースにかかる単位当たりのコスト
と定義する。なお、( .ܽݍ)の組は被監査人の財務報告システムを運用するためのインプット
であるだけでなく、アウトプットをも表す。
また、財務諸表の利用者がこうむりうる損害に対し、被監査人と監査人は片方または両
者とも責任を負う。今期の監査を受けた財務諸表から生じる将来の起こりうる損失の現在
価値を表すランダム変数をd෨とする。そして、期待損失E൫݀ሚ൯= f( ,ܽݍ)である。さらに、監査
人と被監査人は以下のように一階条件と二階条件を仮定する。つまり、
߲ܧ൫݀ሚ൯
߲ܽ
< 0,߲ଶܧ൫݀ሚ൯
߲ ଶܽ
> 0,߲ଶܧ൫݀ሚ൯
߲ܽ ߲ݍ
< 0
߲ܧ൫݀ሚ൯
߲ܽ
< 0,߲ଶܧ൫݀ሚ൯
߲ ଶܽ
> 0,߲ଶܧ൫݀ሚ൯
߲ܽ ߲ݍ
< 0
そして、任意の与えられた水準のE൫݀ሚ൯に対し、dadq < 0,݀ଶܽ݀ݍଶ > 0
とする。
損失は被監査人と監査人に単体または両者にかかるものであるので、実際の損失は両者
に分割される。そこで、監査人が確信する損失の事後的割合をθで表す。0 ≤ θ ≤ 1である。
監査の時点ではこの損失の配分要素はランダム変数である。なので、監査人と被監査人
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はE൫݀ሚ൯と評価し、d෨とθ෨は独立と考える。
最後に、被監査人にかかる外部監査サービスの単価をpで表す。監査人の収入、つまり
監査報酬はpqで表される。
3.2. 自由競争市場での均衡
実際にモデルの内容に移る。Simunic(1980)のモデル分析は監査市場が自由競争市場で
あった場合と、寡占市場であった場合のモデルを分析している。まずは、自由競争市場で
のモデルを紹介する。
被監査人は期待利益を最大化するために毎期の財務詩報告システムを運用する期待コスト
を最小化しようとする。ここで、このシステムから発生する総費用をTCと表す。被監査人
の問題は単に自らの意思による期待総コストの最小化問題と表現される。min
௔,௤ ܧ൫ܶ ܥ෪ ൯= ܽݒ + ݌ݍ+ ܧ൫݀ሚหܽ ,ݍ൯ቀ1 − ܧ൫ߠ෨൯ቁ
この問題において、選択変数はシステムのデザイン( ,ܽݍ)であり、vは市場のパラメータ
ー、E൫ߠ෨൯はシステムのデザインにおける期待状態である。価格であるpは監査サービスに
ついての市場の競争状態に依存する。
監査人の q の単位当たりの最小供給価格は限界費用である。一方、異なる監査の量の水
準に対する最小報酬は増加する期待総費用に等しく、E൫ܥሚ൯と表す。E൫ܥሚ൯= ܿݍ+ ܧ൫݀ሚหܽ ,ݍ൯E൫ߠ෨൯
と期待総費用を定義する。
監査人の期待費用は被監査人の財務報告システムの関数である。監査に対する市場は競
争的である時、監査報酬pqはE൫ܥሚ൯に一致する。つまり、被監査人は監査人が参加するよう
に監査人が監査報酬と監査にかかる費用となるようにすればよいので、被監査人の問題は
単に次のようになる。min
௔,௤ ܧ൫ܶ ܥ෪ ൯= ܽݒ + ܿݍ+ +ܧ൫݀ሚหܽ ,ݍ൯ܧ൫ߠ෨൯+ ܧ൫݀ሚหܽ ,ݍ൯ቀ1 − ܧ൫ߠ෨൯ቁ
またはさらに単純に min
௔,௤ ܧ൫ܶ ܥ෪ ൯= ܽݒ + ܿݍ+ ܧ൫݀ሚหܽ ,ݍ൯
となる。コスト最小化問題の必要上条件は上記の単純化した式をa, qで偏微分したものであ
る。つまり、
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dE൫ܶ ܥ෪ ൯da = ݀ܧ൫݀ሚ൯݀ܽ + ݒ= 0,または − ݀ܧ൫݀ሚ൯݀ܽ = vdE൫ܶ ܥ෪ ൯dq = ݀ܧ൫݀ሚ൯݀ݍ + ܿ= 0,または − ݀ܧ൫݀ሚ൯݀ݍ = c
である。
この状態は、被監査人が負債の限界減少分が被監査人の限界リソース費用に一致するよ
うに、a, qの量を要求する。この競争下のシステムの均衡を( ොܽ,ݍො)と表す。
3.3. 寡占市場での均衡
次に、寡占市場での被監査人の問題を考える。寡占を行うグループは共謀することで、
競争による価格の競争を制限し、寡占することによる利益を監査の価格に上乗せする。こ
の時、mを監査の価格pに含まれる寡占の総量を表すものとする。独占の理論においては供
給者の合理的な意思決定によりmを決定するが、ここでは単にm > 0のみを仮定する。する
と、寡占に参加する監査人の報酬のスケジュールは次のようになる。pq = (ܿ+ ݉ )ݍ+ ܧ൫݀ሚหܽ ,ݍ൯ܧ൫ߠ෨൯
この時、被監査人は競争市場におけるモデルと同様に、寡占のグループによって定まる
監査の価格を所与として、次の問題を解くこととなる。min
௔,௤ ܧ൫ܶ ܥ෪ ൯= ܽݒ + (ܿ+ ݉ )ݍ+ +ܧ൫݀ሚหܽ ,ݍ൯
そして、最小化問題の必要条件は
−
݀ܧ൫݀ሚ൯
݀ܽ
= v
−
݀ܧ൫݀ሚ൯
݀ݍ
= c + m
となる。
ここで改訂されたqをݍ௠ と表す。このݍ௠ はqොより減少している。加えて
߲ଶܧ൫݀ሚ൯
߲ܽ ߲ݍ
< 0
より q の減少はడா൫ௗ෨൯
డ௔
の価値を任意の a に対しよりマイナスにする。さらに寡占場内のもと
での内部会計システムに対し要求される需要量a௠ はaොより大きくなる。しかしながら負債
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損失をコントロールする内部会計システムと外部監査の実施素敵な減少により以下のこと
が成り立つ。 E൫݀ሚหܽ ௠ ,ݍ௠ ൯> ܧ൫݀ሚหܽො,ݍො൯E൫ܶ ܥ෪ หܽ ௠ ,ݍ௠ ൯> ܧ൫ܶ ܥ෪ หܽො,ݍො൯
つまり、監査人の寡占は外部監査の需要量を減少させ、低品質、高コストの財務報告シ
ステムという結果にする。
なお、定義より、寡占による価格の上昇は外部監査の価格を増加させるが、観察される
監査報酬がどうなるかは明らかではないことに注意が必要である。
このモデルを提示したのち、Simunic モデルでは規模の経済性を用いた生産性の違いや
実証研究を行っているが、本稿では割愛する。
3.4. Simunic モデルの問題点
Simunic モデルは直接的に利益に結び付けがたい監査を受ける側の利益を監査の利益を
費用の最小化ととらえ、監査人の参入条件である監査報酬と監査にかかる費用の差をゼロ
以上にするように投入する内部会計システムと外部監査に投入するリソースの量を設定す
るモデルである。
ここまで見てきたモデルの最大の問題点は任意の価格pについてモデルが成り立つこと
である。例えば、完全競争市場のような状況に見えたとして市場に参加するすべての監査
法人が談合を行い寡占による利益を得ている可能性を否定できない。つまり、いかなる価
格に対してもこのモデルは異議を唱えることができず、現状を肯定することになる。また、
伝統的なミクロ経済学な理論と異なり、価格の決定に対し、説明力を持っていない。これ
が最大の欠点であると考えている。
また、情報仮説のように被監査人が株主等の利害関係者に対し信頼性をアピールすると
いったことが考えられていない点も問題点といえる。
次章では上記の問題点を解消しつつ本稿でのモデルを提示する。
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4. 監査サービス市場の需要及び供給分析
4.1.モデルの定義、及び仮定
Simnic モデルをもとに監査サービス市場の需要と供給の分析モデルを構築し、分析を行
う。まずは定義及び仮定を行う。被監査人と監査人はともにリスク中立でそれぞれの毎期
期待利益を最大にしようと行動するものとする。さらに、a =被監査人に内部会計システムを運用することにより直接かかるリソースの総量q =監査を行うことで監査人が投入するクオリティv( )ܽ =被監査人の内部会計システムのリソースにかかるコストをあらわすコスト関数C( ,ܽݍ) =監査人の監査に使用するリソースにかかるコスト関数
と定義する。特に q は投入するリソースではなくクオリティであることが特徴である。こ
れは監査というサービスは分割が不可能な財であり、常に監査サービス全体として取引さ
れるが、そのクオリティには差があることを表現している。監査にかかるコストについて
の一階条件、二階条件は以下のように仮定する。
∂C( ,ܽݍ)
∂a
≤ 0,
∂ଶC( ,ܽݍ)
∂aଶ
< 0
∂C( ,ܽݍ)
∂q
> 0
Simunic のモデルと異なり、被監査人の財務報告システムを運用するためのインプット
は( ,ܽݍ)であるが、財務諸表の利用者が得る財務諸表としてのアウトプットは(ݍ)のみで決
定される。理由は日々の監査人と被監査人の関係を考えた結果である。つまり、日々の監
査人と被監査人の関係の中で、新たな会計処理の方法などについて相談が寄せられること
が考えており、その中で企業が投入するリソースによって作成される財務諸表が監査人の
働きによって上書きされているものとみなしている。そこで、財務諸表の利用者はその監
査人によって上書きされた財務諸表を見ているものと考えているのである。
さらに、財務諸表の利用者がこうむりうる損害について仮定を行う。財務諸表に対し、
被監査人と監査人の両者が責任を負う。今期の監査を受けた財務諸表から生じる将来の起
こりうる損失の現在価値を表すランダム変数をd෨とする。そして、期待損失E൫݀ሚ൯= f(ݍ)とす
る。この時の損失に関する関数がqのみに依存しているが、これは責任が監査人のみによ
って決まることを意味していない。責任はあくまで両者にあるが、責任の有無を判断する
財務諸表は監査人によって上書きされており、損害を判断するために参照する変数はqの
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みとなっていることを示しているのである。なお、以下では計算の都合上、訴訟リスクに
ついてはf(ݍ)で表現する。さらに、訴訟リスクの監査人と被監査人との配分割合をθ෨とする。
また、被監査人にかかる外部監査サービスの単価をpで表す。監査人の収入、つまり監査
報酬はpqで表される。
さて、被監査人の行動を定義する。被監査人は価格pを所与として、min
௔,௤ ݒ( )ܽ + ݌ݍ+ (݂ݍ)൫1 − ߠ෨൯
と行動する。制約条件として、被監査人がどの監査人と契約するのか、またどれだけ内部
のリソースを利用し情報公開をしているかについての一定以上の評判を得ようとするもの
と仮定する。評判を生み出す関数をg( ,ܽݍ)、要求する最低限の評判をg଴と表わしg( ,ܽݍ) ≥ g଴
とする。また、評判についての一階条件をdg( ,ܽݍ)da ≥ ,ܽ dg( ,ܽݍ)dq ≥ ݍ
とする。
つぎに、監査法人の行動を定義する。監査人はp, aを所与として、max
௤
݌ݍ− ܥ( ,ܽݍ) − (݂ݍ)ߠ෨
と行動する。これは利潤を最大化する行動をとることを表している。
4.2. 監査人及び被監査人の行動分析
このような条件のもと被監査人と監査人の行動を分析する。
まずは被監査人の行動について考える。任意の実数ｋに対し、k = v( )ܽ + ݌ݍ+ (݂ݍ)൫1 − ߠ෨൯
とする。まずこれを a について微分し 0 とおくと、
0 = dv( )ܽda + ݌݀ݍ݀ܽ+ ݀ (݂ݍ)݀ܽ ൫1 − ߠ෨൯
となる。これを変形すると、
݀ݍ
݀ܽ
= −dv( )ܽda
݌+ ݀ (݂ݍ)
݀ܽ
൫1 − ߠ෨൯
൙
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となる。ここで、
݀ (݂ݍ)
݀ܽ
< 0, dv( )ܽda > 0,݌+ ݀ (݂ݍ)݀ܽ ൫1 − ߠ෨൯> 0
と仮定する。これにより、a は q に対し右下がりとなる。さらに a について微分し、0 と
置くと、
0 = vᇱᇱ( )ܽ + ݌݀ଶݍ
݀ ଶܽ
+ ′݂′(ݍ)൬݀ݍ
݀ܽ
൰′′൫1 − ߠ෨൯+ f′(ݍ)݀ଶݍ
݀ ଶܽ
൫1 − ߠ෨൯
となる。これはこの関数が横軸に a、縦軸に q をとったとき、原点に対し、凹関数になっ
ていることを表している。
またここで、評判についての関数について検討する。
∂g( ,ܽݍ)
∂a
≥ 0,
∂g( ,ܽݍ)
∂q
≥ 0
を仮定する。また、コストと評判の均衡点においてはg( ,ܽݍ) = ଴݃が成り立つ。以上のこ
とを図によって表すと、図１のようになる。
コスト関数と評判の関数の交点が需要者である被監査人にとっての最適な内部リソー
スの投入量と外部監査の質が表すこととなる。この図は投入するが上がった場合、交点は
右下にシフトすることになることを示している。つまり、被監査人がより有利な条件で資
金調達を行いたいと考えた場合など、より高い評判を得たいと考えたとすると、評判の関
数は右上にシフトする。そのため、均衡は右上にシフトする。
もちろんこの均衡を解析的に解くこともできる。ラグランジュ未定乗数法を用いる。つ
まり、 L( ,ܽݍ,ߣ)＝ݒ( )ܽ + ݌ݍ+ (݂ݍ)൫1 − ߠ෨൯+ ߣ{ ଴݃− ݃( ,ܽݍ)}
の変数、a,q,λについての微分が 0 と等しくなることを満たすものが解となる。
次に監査人の行動について検討する。ここでは監査人の最大化問題を解く。q について
微分し、0 となる q が最適的となる。この q をqොとする。最大化問題の q についての微分は
以下のようになる。
p −
∂C( ,ܽݍ)
∂q
− fᇱ(ݍ)θ෨= 0
この式を満たすqをqොとする。上式を変形すると
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p − fᇱ(ݍ)θ෨= ∂C( ,ܽݍ)
∂q
となる。右辺と左辺が交わる点が均衡点である。これを図で示すと、図２を得る。
となる。これは価格が上昇したとき必ず監査の質が高まることを意味している。さらに、
被監査人の投入するリソースが上昇した場合、仮定よりコスト全体は下がる。その結果、
均衡では質が上昇し、その価格も低下することが分かる。
市場の均衡は被監査人と監査人の行動により導かれた監査の質と企業のリソースの投入
量によって決定されることが分かる。
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図１
a
q
q*
a*
g( ,ܽݍ) = 0݃
18
図２
∂C( ,ܽݍ)
∂q
p − fᇱ(ݍ)
qො q
p
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4.3.訴訟リスクの変化についての検討
均衡の特徴について検討する。これまでは、関数を一般的な形で表してきたが、ここで
は具体的な形に特定化する。まずは、被監査人の関数を表す。v( )ܽ = 10 − ܽଶ
g( ,ܽݍ) = 110ܽ+ 15ݍg଴ = 10
とする。次に、監査人の関数を表す。
C( ,ܽݍ) = 14ݍଶ− ܽ2
最後に、両者に共通する訴訟リスクについての関数を表す。
f(ݍ) = 100
ݍ
以上のことから、まずは被監査人の行動を見る。目的関数は
min
௔,௤ 10 − 12ܽଶ + ݌ݍ+ 100ݍ ൫1 − ߠ෨൯
制約条件は最適な点では等式で成り立つことから、110ܽ+ 15ݍ= 10
となる。目的関数と制約条件から、ラグランジュ関数を用いて解くと、
p = 100൫1 − ߠ෨൯
ݍଶ
+ 4ݍ− 20
を得る。ここで、ߠ෨ଵ = 0.4,ߠ෨ଶ = 0.2として、その動きをグラフで表すと、図 3 のようにな
る。被監査人にかかる訴訟リスクが高まると、同じ価格でも高い質の監査を要求すること
が分かる。
次に、監査人の行動を見る。監査人の目的関数は
max
௤
݌ݍ−
14ݍଶ + ܽ2 − 100ݍ ߠ෨
である。これを q について微分し 0 と置くと
20
p −
12ݍ+ 100ߠ෨1ݍଶ = 0
となり、これを変形すると、
p + 100ߠ෨1
ݍଶ
= 12ݍ
となる。ここで、先ほどと同様にߠ෨ଵ = 0.4,ߠ෨ଶ = 0.2とし、その動きをグラフで表すと図 4
となる。監査法人は訴訟リスクが下がることによって同じ価格であっても、より低い質の
監査を行うことが分かる。
21
図 3
ߠ෨ଶ = 0.2ߠ෨ଵ = 0.4
p
q
p=10
q
1
≒1.887q
2
≒1.593
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図 4
ߠ෨ଵ = 0.4
ߠ෨ଶ = 0.2
p=10
p
qq1≒20.196q2≒20.099
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4.4. まとめ
本モデルは需要と供給のダイナミクスを表現することにより、市場における均衡が決定
される様子を導き出すことができた。本モデルは監査人が被監査人の投入するリソースの
量を知っておりその量に対し最適な質を決定していた。今後の課題としては被監査人の行
動が分からないような情報の非対称性を導入することで、これまでの契約から行動が分か
っているすでに契約している監査法人から、被監査人の行動が分かっていない監査人に契
約が移るメカニズムについて検討をすることができると考えている。また、本モデルでは
価格の下限については特に定めていないが、存在する場合にどのようなことが起こるか考
えることが今後の研究課題と考えている。
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5. 結論
本論文は Simunic モデルにおける被監査人の費用最小化の問題と監査人の利益最大化
の問題についての考察を応用したモデルを提示した。市場によって決定される変数や取引
の相手により決定される変数を所与として自らの行動を決定することで、被監査人の需要
曲線と監査人の供給曲線を提示することができた。この両曲線は需要法則及び供給法則を
満たしていることが分かった。監査市場の分析において、入門的なものよりはやや複雑な
仮定を必要としたが、その複雑さを考慮しても、一つの財市場として機能しうることが分
かった。
本論文の最初に述べた監査市場における経済分析の困難さの内容と需要及び供給につい
ての関係について整理する。まず、Wallace の提示した 3 つの仮説と本論文で提示したモ
デルの関係であるが、これは特に情報仮説に基づいたモデルであると考えている。という
のも、本モデルに評判についての関数を組み込んだからである。市場に対して被監査人は
目標とする資金調達コストがあるとしよう。この時、監査法人の選択や自らの財務諸表作
成に対するコストを自分の目標とする資金調達コストとなるまでかけると考えている。し
かし、財務諸表作成に対するコストに対し、市場がどのように評価を行うか、またどのよ
うに資金調達コストが変化するかは不明である。このようなことを表現するために、主観
的な評判の予測についての関数を設定したのである。これにより、市場での実際の反応は
さておき、情報提供機能を表現しているという点で、情報仮説にしたがったモデルになっ
ているといえよう。
監査市場における経済分析の困難さで提示した、監査市場特有の問題点は、本論文では
表現しつくされているわけではない。特に情報の非対称性の問題がある。情報の非対称性
の問題は被監査人と監査人の間に存在することは先にも述べたとおりである。このことを
本論文のモデルに当てはめると、監査人が投入する監査の質は被監査人のリソースの投入
量の影響を受けると仮定している。これは、被監査人が内部の会計システムに高いリソー
スをかけることで、正確な会計情報を作成し、これに対する監査は、低いリソースしかか
けていない被監査人に対する監査より、より楽に行えるであろうという仮定を反映したも
のである。しかし実際には、監査人は被監査人がどれだけのリソースを投入しているのか
ということは必ずしも明らかではない。例えば、複数年の監査の契約を結び、継続的にか
かわることで、被監査人のリソース投入量についてわかることが予想される。しかし、契
約する監査人の交代などが起こる場合には、交代する監査人は被監査人の投入しているリ
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ソースについては不明である。継続的に関与して正確な判断を行っている監査人と新たに
契約しようとする監査人とでは、後者が情報の非対称性を持っている。後者がより低い価
格を提示することができた場合、何かしらの変数に対し見積もりを失敗しているか、コス
トについての関数がより有利になっていることが予測される。この点に関する検討は本論
文では十分に行われていない。
さて 4.2.で指摘した報酬の下限についての検討であるが、公認会計士の倫理規則の第 21
条(報酬の水準)および注解 18 が関係する。以下引用すると、
第 21 条「会計事務所等所属の会員は、専門業務の内容または価値に基づいた報酬を請求
することが適切である。報酬を算定または請求する際、基本原則を遵守するために概念的
枠踏みアプローチを適用しなければならない。」
注解 18 の 1「会計事務所等所属の会員が他の者よりも低い報酬を提示すること自体は、た
だちに倫理上の問題が生じるとは言えない。しかし報酬の水準によっては、基本原則の順
守を阻害する要因を生じさせる可能性がある。例えば、正当な根拠に基づかない低廉な報
酬の提示及び請求は、一定水準の専門業務を実施することが困難となることが考えられる
ことから、職業的専門化としての能力及び正当な注意の原則の阻害要因を生じさせる。」
となる。以上の条項は平成 22 年 7 月 7 日に改定されたものである。この条項で指摘され
ているように低廉な報酬は監査の質を低下させる恐れがある。しかし、どの程度の水準が
低廉と考えられるのかは明示されてはいない。あまり可能性は高くないと考えてはいるが、
低廉の水準が公認会計士の間で十分に高いものに暗黙の裡に設定されており、不当に高い
水準が報酬の下限になっている可能性が存在する。Simunic モデルの問題点として指摘し
たように、監査報酬が市場全体で利益を上げられるように設定されているかもしれないの
である。この点についても、本論文で提示した需要と供給の曲線についてのモデルを検討
することにより、検証することができると考えているが、この点についての検討も行って
いない。
現実の監査について考えるうえで重要な要素としては、倫理、独立性、専門家としての
能力の 3 つが挙げられるであろう。この 3 つの要素はこのモデルでは明示的に示していな
い。ただし、独立性については需要者と供給者として、別の経済主体の合理的な意思決定
を行うように満たしている。しかし、監査の質を提示しているがこの内容が倫理的な部分
と専門家としての能力の両方を含んでいる。この両者を分解して、それぞれを考えること
で、モデルを監査に携わる者に対しても具体性のあるものへと変えることができると考え
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ている。
以上のように、まだ未検討の部分や様々な改定できる部分があるが、本論文は、裏を返
せば監査市場の経済分析に対し、多岐に応用が可能なモデルを提示できたといえよう。
27
参考文献
Akerlof, G. “The market for lemons: quality uncertainty and the market mechanism”
Quarterly Journal of Economics 84 (3), pp488-500 (1970)
Melumad, Nahum D. and Lynda Thoman “On Auditors and the Courts in an Adverse
Selection Setting” Journal of Accounting Research, Vol.28, No.1 pp77-120 (spring,
1990)
Simunic, Dan A. “The Pricing of Audit Services: Theory and Evidence”, Journal of
Accounting Research, Vol. 18, No.1, spring (1980), pp.161-190
Wallace, Wanda A., Auditing Monographs, Wadsworth Pub Co (1986)
千代田邦夫, 盛田良久, 百合野正博, 朴大栄, 伊豫田隆俊 訳『ウォーレスの監査論』
同文館(1991)
加藤, 達彦 「監査論における経済学的モデルを用いた分析の意義」 明大商學論叢 83
巻 4 号 pp21-39 (2001)
加藤, 達彦 「監査人の癒着と監督機関による監視」明大商學論叢 91 巻 1 号 pp233-246
(2009)
矢澤, 憲一「監査報酬評価モデルの研究」青山経営論集第 44巻 第 3号 pp229-256 (2009)
山本, 清 「法定監査の価値: 情報経済学的アプローチ」商学討究 第 42 巻 第 2・3 号(1991)
